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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第９期中、第10期中、第11期中及び第10期は１株

当たり中間(当期)純損失であり、かつ、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。 

また、第９期は新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第10期中及び第10期は、分社型吸収分割による事業承継により、売上高及び従業員数が増加しております。

４ 従業員数は就業人数であり、臨時従業員数は〔 〕内に平均人員を外数で記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,568,528 4,002,080 5,876,994 5,225,978 9,559,594

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △2,523 △53,844 △1,257,817 117,062 △618,764

当期純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △44,695 △329,635 △1,290,177 60,009 △923,545

純資産額 (千円) 1,038,348 4,010,293 2,126,053 1,143,052 3,416,383

総資産額 (千円) 3,059,195 6,353,827 4,435,529 3,251,911 5,436,716

１株当たり純資産額 (円) 137,511.33 84,482.36 44,789.20 151,377.60 71,970.83

１株当たり当期純利益 
又は中間(当期)純損失 
(△)

(円) △5,919.09 △11,948.96 △27,179.95 7,947.18 △24,627.22

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.9 63.1 47.9 35.2 62.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △42,233 160,422 △760,235 244,673 △163,123

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △93,779 △121,448 △241,105 △156,360 △631,869

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 400,000 △728,880 △51,152 400,000 △1,328,880

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 1,121,632 3,656,767 1,170,644 1,347,020 2,223,150

従業員数 (人)
105

〔166〕
154

〔210〕
157

〔151〕
113

〔192〕
159

〔173〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第９期中、第10期中、第11期中及び第10期は１株

当たり中間(当期)純損失であり、かつ、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。 

また、第９期は新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第10期中及び第10期は、分社型吸収分割による事業承継により、売上高及び従業員数が増加しております。

４ 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に平均人員を外数で記載しております。 

  

回次 第９期中 第10期中 第11期中 第９期 第10期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,343,068 3,765,501 5,772,123 4,648,112 9,233,528

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) 5,193 △102,774 △1,290,963 81,675 △704,204

当期純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(千円) △35,273 △360,840 △1,310,401 40,063 △966,337

資本金 (千円) 1,257,550 1,257,550 1,257,550 1,257,550 1,257,550

発行済株式総数 (株) 7,551 47,659 47,659 7,551 47,659

純資産額 (千円) 1,067,405 3,978,779 2,062,728 1,142,743 3,373,282

総資産額 (千円) 3,098,700 6,275,034 4,252,103 3,227,364 5,320,041

１株当たり純資産額 (円) 141,359.52 83,818.49 43,455.14 151,336.68 71,062.85

１株当たり当期純利益 
又は中間(当期)純損失 
(△)

(円) △4,671.40 △13,080.09 △27,606.01 5,305.76 △25,768.31

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり 
中間(年間)配当額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 34.4 63.4 48.5 35.4 63.4

従業員数 (人)
70

〔12〕
102
〔8〕

109
〔8〕

70
〔11〕

111
〔8〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

インターネット接続事業 102〔 3〕

コールセンター事業 55〔148〕

合計 157〔151〕

従業員数(人) 109〔  8〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善および設備投資の増加が進み、景気は回

復基調であったものの、原油価格の高騰といった不安定要因があり、景気回復には依然予断を許さない

状況が継続しております。 

情報通信分野においては、総務省の「ブロードバンドサービス等の契約数」によりますと、平成17年

９月末におけるブロードバンド契約者数の合計が2,142万となり、2,000万を突破しました。増加幅では

前年同期に比べて縮減しておりますが、FTTHサービスに限ると純増数は増加しており、DSLサービスの

純増数を上回るようになっております。今後もブロードバンド契約者数はFTTHサービスを中心に増加す

る傾向が一段と鮮明となっております。 

このような状況の下、前連結会計年度より取り組んでまいりましたFTTHサービス、特に「TEPCOひか

り」を中心とした新規会員の獲得が好調に推移しております。 

また、提供中の個人向けインターネットサービスであるDREAM TRAIN INTERNET[DTI]とPowered 

Internet [POINT]の2つのサービスを統合し、新生DTIブランドとして平成17年10月1日スタートしてお

ります。 

当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高面では平成16年７月１日より株式会社パワードコ

ムの個人向けインターネット接続事業を承継したことにより、承継事業分の売上高が加わり、

5,876,994千円と前年同期と比べ1,874,913千円(46.8%)の増加となりました。しかしながら損益面では

事業統合認知度向上のための戦略的広告宣伝の実施及びインフラ統合費用等の先行投資コスト等の負担

があり、経常損失は1,257,817千円と前年同期と比べ1,203,973千円の悪化、中間純損失は1,290,177千

円と前年同期と比べ960,542千円の悪化となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。 

(インターネット接続事業) 

「個人向け接続サービス」については、前述のとおり株式会社パワードコムの個人向けインターネッ

ト接続事業を承継したことにより、承継事業分の売上高が加わり、5,138,922千円と前年同期と比べ

1,967,662千円(62.0%)の増収となりました。 

「法人向け接続サービス」は、株式会社パワードコムと提携したVPNサービスやサーバサービス等の

販売が堅調に推移し、585,248千円と前年同期と比べ38,220千円(7.0%)の増収となりました。 

また、「その他サービス」は44,944千円と前年同期と比べ8,517千円(23.4%)の増収となりました。 

費用面では前述のとおり「DTI」ブランドと「POINT」ブランドを統合した新生DTIブランドとしての

認知度向上のための戦略的広告宣伝の実施及びインフラ統合費用等の先行投資コスト等の負担があり、

7,054,781千円と前年同期と比べ3,215,099千円の増加となりました。その結果、売上高5,769,115千円

(前年同期比53.6%増)に対し、営業損失1,282,657千円(前年同期77,477千円の営業損失)となりました。

  



(コールセンター事業) 

コールセンター事業の売上は堅調に推移しておりますが、平成16年７月１日より株式会社パワードコ

ムの個人向けインターネット接続サービスを事業承継したことに伴い、当社グループ間取引となった

為、売上高は107,878千円(前年同期比56.4%減)、営業利益は34,523千円(前年同期比16.1%減)となりま

した。 

  

セグメント別の外部顧客に対する売上高内訳 

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ ※１のインターネット接続事業の「その他」については、主にスーパーテレフォン等の売上高であります。

  

区   分
平成17年９月期 対前年同期 

増減率

平成16年９月期

金 額 構成比 金 額 構成比

インターネット 
接 続 事 業

千円 ％ ％ 千円 ％

個人向け接続サービス 5,138,922 87.4 62.0 3,171,259 79.2

法人向け接続サービス 585,248 10.0 7.0 547,028 13.7

その他 ※1 44,944 0.8 23.4 36,426 0.9

コールセンター事業 107,878 1.8 △56.4 247,365 6.2

合   計 5,876,994 100.0 46.8 4,002,080 100.0



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は大幅な中間純損失の計

上、システム開発及び設備増強のための支出等により、1,052,505千円減少し、当中間連結会計期間末

残高は1,170,644千円(前年同期比68.0%減)となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動の結果減少した資金は、760,235千円（前年同期は160,422千円

の増加）となりました。 

前中間連結会計期間に比べ920,658千円の減少となった主な要因は、税金等調整前中間純損失

1,275,355千円（前年同期は310,010千円の損失）によるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動の結果減少した資金は、241,105千円（前年同期は121,448千円

の減少）となりました。 

前中間連結会計期間に比べ119,657千円の減少となった主な要因は、サービス統合に向けたシステム

の開発及び設備の増強等による支出によるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動の結果減少した資金は、51,152千円（前年同期は728,880千円

の減少）となりました。 

前中間連結会計期間に比べ677,728千円の増加となった主な要因は、前連結会計年度に銀行借入金の

返済がほぼ終了した結果、短期借入金の純減少額が51,000千円(前年同期は700,000千円の減少)にとど

まったことによるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループのインターネット接続事業は、顧客に対して直接販売または販売代理店を通じて行なっ

ており、サービス提供の実績は販売実績と一致しているため、「(3) 販売実績」をご参照下さい。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは、受注生産を行なっておりませんので、受注状況の記載事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

 インターネット接続事業 5,769,115 153.6

 コールセンター事業 107,878 43.6

合計 5,876,994 146.8



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において計画していたサービス統合による業務システムの開発につきましては、完

了予定年月を平成17年９月から平成17年10月に変更しております。また、新たに確定した重要な設備の新

設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

(2)重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の拡充について完了した

ものは、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 投資額(千円) 完了年月
完成後の
増加能力

株式会社

スーパーホッ

トラインズ

本社

(東京都港区)

コールセンター

事業

増床による造作

設備
16,590 平成17年４月

サービス統合に対応す

るための設備拡充



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 47,659

計 47,659

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 47,659 47,659 ―
完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 47,659 47,659 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日

― 47,659 ― 1,257,550 ― 5,201,356



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記の他、自己株式が191株、名義書換失念株式142株があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、名義書換失念株式が142株(議決権142個)含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社パワードコム 港区港南２丁目16－１ 45,844 96.19

三菱電機株式会社 千代田区丸の内２丁目２－３ 1,285 2.70

板橋 良吉 栃木県那須郡那須町大字芦野2724 16 0.03

高倉 義嗣 四條畷市大字中野260－１ 15 0.03

大場 常男 香芝市鎌田438－51 10 0.02

日暮 勇 松戸市小金上総町19－８ 6 0.01

ロイヤルコントロールズ株式会
社

新宿区揚場町２－14 5 0.01

田中 威次 尼崎市西難波町５丁目４－26 5 0.01

渡邉 浩志 神戸市北区ひよどり台３丁目６－113 5 0.01

高木 敏太郎 宝塚市小林１丁目15－13 5 0.01

計 ― 47,196 99.02

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)普
通株式    191

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 47,468 47,468 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 47,659 ― ―

総株主の議決権 ― 47,468 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ドリーム・トレイ
ン・インターネット

東京都港区港南２丁目16－
１

191 ― 191 0.40

計 ― 191 ― 191 0.40



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けておりま

す。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,656,767 301,685 722,584 

２ 売掛金 1,897,526 1,959,871 1,960,802 

３ たな卸資産 2,468 5,887 5,495 

４ 未収収益 ― 339,782 283,986

５ 預け金 ― 868,959 1,500,565 

６ その他 153,450 120,206 134,391 

貸倒引当金 △96,526 △112,162 △101,375

流動資産合計 5,613,687 88.4 3,484,229 78.5 4,506,450 82.9 

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 228,704 309,882 289,639 

減価償却累計額 91,793 136,911 121,682 188,200 106,098 183,540 

(2) 工具、器具及び 
  備品

710,105 714,128 740,321 

減価償却累計額 405,510 304,595 533,543 180,585 521,457 218,864 

(3) 建設仮勘定 ― 2,302 ―

有形固定資産合計 441,507 6.9 371,088 8.4 402,405 7.4 

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 87,079 76,222 180,702 

(2) 電話加入権 21,034 21,034 21,034 

(3) ソフトウェア 

  仮勘定
― 290,787 ―

無形固定資産合計 108,113 1.7 388,044 8.8 201,737 3.7 

３ 投資その他の資産

(1) 差入保証金 165,818 183,054 183,444 

(2) 長期前払費用 ― 9,112 143,945 

(3) その他 31,826 470 5,815 

貸倒引当金 △7,126 △470 △7,082

投資その他の資産 
合計

190,518 3.0 192,167 4.3 326,122 6.0 

固定資産合計 740,139 11.6 951,300 21.5 930,265 17.1

資産合計 6,353,827 100.0 4,435,529 100.0 5,436,716 100.0

 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 13,726 8,308 7,141 

２ 短期借入金 900,000 249,000 300,000 

３ 未払費用 1,142,188 1,930,345 1,615,128 

４ 未払法人税等 28,063 18,765 37,237 

５ 前受金 3,616 3,700 1,777 

６ その他 244,061 81,917 44,394 

流動負債合計 2,331,656 36.7 2,292,036 51.7 2,005,680 36.9 

Ⅱ 固定負債

１ 役員退職慰労引当金 11,876 17,438 14,652 

固定負債合計 11,876 0.2 17,438 0.4 14,652 0.3 

負債合計 2,343,533 36.9 2,309,475 52.1 2,020,332 37.2 

(少数株主持分)

少数株主持分 ― ― ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,257,550 19.8 1,257,550 28.4 1,257,550 23.1 

Ⅱ 資本剰余金 5,201,356 81.9 5,201,356 117.3 5,201,356 95.7 

Ⅲ 利益剰余金 △2,419,733 △38.1 △4,303,821 △97.0 △3,013,643 △55.5

Ⅳ 自己株式 △28,880 △0.5 △29,032 △0.7 △28,880 △0.5

資本合計 4,010,293 63.1 2,126,053 47.9 3,416,383 62.8 

負債、少数株主 
持分及び資本合計

6,353,827 100.0 4,435,529 100.0 5,436,716 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 4,002,080 100.0 5,876,994 100.0 9,559,594 100.0 

Ⅱ 売上原価 3,206,538 80.1 5,403,279 91.9 7,704,534 80.6 

売上総利益 795,541 19.9 473,714 8.1 1,855,059 19.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 832,549 20.8 1,723,161 29.3 2,449,113 25.6 

営業損失 37,007 △0.9 1,249,447 △21.3 594,054 △6.2

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 38 410 633 

２ 為替差益 714 ― ―

３ 償却債権取立益 10 23 38 

４ 受取手数料 27 54 43

５ その他 69 860 0.0 453 934 0.0 177 892 0.0 

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 10,938 1,990 17,582 

２ 為替差損 ― 11 23 

３ 固定資産除却損 6,257 4,103 7,220 

４ 棚卸資産廃却損 ― 2,626 ―

５ その他 501 17,697 0.4 573 9,305 0.1 776 25,602 0.3 

経常損失 53,844 △1.3 1,257,817 △21.4 618,764 △6.5

Ⅵ 特別損失

１ 減損損失 ※２ 247,079 ― 247,079 

２ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額

9,085 ― 9,085 

３ 長期前払費用除却損 ― 256,165 6.4 17,538 17,538 0.3 19,833 275,999 2.9 

税金等調整前 
中間(当期)純損失

310,010 △7.7 1,275,355 △21.7 894,763 △9.4

法人税、住民税 
及び事業税

19,625 0.5 14,822 0.3 28,782 0.3 

中間(当期)純損失 329,635 △8.2 1,290,177 △22.0 923,545 △9.7



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,975,600 5,201,356 1,975,600

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 吸収分割による増加 3,225,756 ― 3,225,756

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

5,201,356 5,201,356 5,201,356

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △2,090,097 △3,013,643 △2,090,097

Ⅱ 利益剰余金減少高

 １ 中間(当期)純損失 329,635 1,290,177 923,545

Ⅲ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

△2,419,733 △4,303,821 △3,013,643



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
１ 税金等調整前
中間(当期)純損失

△310,010 △1,275,355 △894,763

２ 減価償却費 112,441 100,639 292,413

３ 減損損失 247,079 ― 247,079

４ 貸倒引当金の増加額 19,410 4,175 24,215

５ 役員退職慰労引当金の 
    増加額

11,876 2,786 14,652

６ 受取利息 △38 △563 △633

７ 支払利息 10,938 1,990 17,582

８ 為替差損益 346 11 △2

９ たな卸資産廃却損 ― 2,626 ―

10 固定資産除却損 6,257 21,641 27,053

11 売上債権の減少額 
  (△増加額)

△707,230 930 △770,505

12 たな卸資産の減少額 △2,461 △3,017 △5,488

13 未収収益の増加額 ― △55,795 △283,986

14 未収入金の増加額 
  (△減少額)

△73,007 39,898 △48,253

15 その他資産の減少額 
  (△増加額)

△30,537 136,684 96,280

16 仕入債務の減少額 
  (△増加額)

△796 1,167 △7,381

17 未払費用の増加額 733,097 315,216 1,206,293

18 未払消費税等の増加額 △28,153 △21,124 △53,592

19 前受金の減少額 
  (△増加額)

△288 1,922 △2,127

20 その他負債の増加額 
  (△減少額)

189,406 △16,372 14,654

小計 178,330 △742,538 △126,508

21 利息の受取額 38 563 633

22 利息の支払額 △10,170 △2,341 △14,952

23 法人税等の支払額 △7,775 △15,919 △22,295

営業活動による 
キャッシュ・フロー

160,422 △760,235 △163,123

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー
１ 有形固定資産の取得
による支出

△81,262 △47,662 △196,236

２ 無形固定資産の取得
による支出

△4,147 △191,089 △139,824

３ 投資その他の資産の
増加による支出

△36,039 △2,354 △295,809

投資活動による 
キャッシュ・フロー

△121,448 △241,105 △631,869



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

１ 短期借入金の返済による
  支出

△2,300,000 △100,000 △3,900,000

２ 短期借入れによる収入 1,600,000 49,000 2,600,000

３ 自己株式取得による支出 △28,880 △152 △28,880

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△728,880 △51,152 △1,328,880

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額

△346 △11 2

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △690,252 △1,052,505 △2,123,870

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高

1,347,020 2,223,150 1,347,020

Ⅶ 吸収分割による現金及び現金
同等物の増加額

3,000,000 ― 3,000,000

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

※１ 3,656,767 1,170,644 2,223,150



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社グループの当中間連結会計期

間の業績は、37,007千円の営業損

失、53,844千円の経常損失であり、

固定資産の減損損失の計上等により

特別損失256,165千円を計上した結

果、中間純損失は329,635千円とな

りました。

 当社グループは、本年７月１日に

親会社である株式会社パワードコム

の個人向けインターネット接続事業

を分社型吸収分割により承継し、事

業統合の諸施策を実施中でありま

す。但し、今後２連結会計期間は、

分社型吸収分割により承継した現金

及び預金3,000,000千円を原資とし

て、広告・宣伝、設備統合等の先行

投資を行う計画であり、多額のコス

トが発生することが見込まれます。

そのため、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しておりますが、

中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成しており、このような重

要な疑義の影響を反映しておりませ

ん。

 当社グループは、当該状況を解消

すべく、以下の改善策を実施してま

いります。

(1)新規顧客の獲得

 安定した売上、利益及び営業キャ

ッシュ・フローの獲得には、新規顧

客の増加が不可欠であります。今後

のサービスの主体となるFTTHを中心

とした新規会員の獲得拡大を図るた

め、各種キャンペーン等の広告・宣

伝を重点的に展開するとともに、ア

クセスの増加に備えて設備等の増強

を行いサービスの充実に努めてまい

ります。

 また、パワードコムグループとし

ての事業連携活動をさらに強化・継

続してまいります。

 当社グループは前連結会計年度に

594,054千円、当中間連結会計期間に

1,249,447千円の大幅な営業損失を計

上し、また前連結会計年度に923,545

千 円、当 中 間 連 結 会 計 期 間 に

1,290,177千円の大幅な中間(当期)純

損失を計上しております。

 当社グループは前連結会計年度に

株式会社パワードコムの個人向けイ

ンターネット接続事業を分社型吸収

分割により承継し、事業統合に向け

広告宣伝、設備統合等の諸施策を実

施しており、多額のコストが発生し

ております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しておりますが、中間連結財務諸

表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影

響を反映しておりません。

 当社グループは、当該状況を解消

すべく、以下の改善策を実施してま

いります。

(1)新規顧客の獲得

 安定した売上、利益及び営業キャ

ッシュ・フローの獲得には、新規顧

客の増加が不可欠であります。今後

のインターネット接続サービスの主

体となる「TEPCOひかり」を中心と

した新規会員の獲得拡大を図るた

め、量販店向け販売要員を増員し販

路の強化に努めると共にマーケティ

ングを強化し、認知度向上による

Webからの直販を推進し加入者増を

図ってまいります。また、平成17年

10月１日よりブランド統合による新

サービスを開始し、サービスの充実

にも努めております。

 また、当社の親会社である株式会

社パワードコムとKDDI株式会社は情

報通信事業戦略の一環として合併す

ることから、株式会社パワードコム

は保有する当社株式を株式会社パワ

ードコム及び当社の親会社である東

京電力株式会社に合併期日の平成18

年１月１日までに売却を予定してお

ります。今後は東京電力株式会社が

当社の直接の親会社になることか

ら、東京電力グループとの事業連携

のさらなる強化を検討の上、推進し

てまいります。

 当社グループは当連結会計年度に

594,054千円の営業損失、618,764千

円の経常損失、固定資産の減損損失

の計上等により特別損失275,999千円

を計上した結果、当期純損失は

923,545千円となりました。 

 当社グループは当連結会計年度に

親会社である株式会社パワードコム

の個人向けインターネット接続事業

を分社型吸収分割により承継し、事

業統合の諸施策を実施中でありま

す。 

 経営計画では、翌連結会計年度ま

で広告・宣伝、設備統合等の先行投

資を行う予定であり、多額のコスト

が発生することが見込まれます。そ

のため、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しておりますが、連

結財務諸表は継続企業を前提として

作成しており、このような重要な疑

義の影響を反映しておりません。 

 

 当社グループは、当該状況を解消

すべく、以下の改善策を実施してま

いります。 

 

(1)新規顧客の獲得 

 安定した売上、利益及び営業キャ

ッシュ・フローの獲得には、新規顧

客の増加が不可欠であります。今後

のサービスの主体となる「ＴＥＰＣ

Ｏひかり」を中心とした新規会員の

獲得拡大を図るため、量販店向け人

員を増員し販路の強化に努めると共

にマーケティングを強化し、認知度

向上によるＷｅｂからの直販を推進

し、加入者増を図ってまいります。

また、新規サービスの開発・早期提

供を積極的に推進すると共にアクセ

スの増加に備えて設備等の増強を行

う等、サービスの充実に努めてまい

ります。 

 また、パワードコムグループ間の

事業連携活動をさらに強化・継続し

てまいります。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2)早期事業統合化の実現と経営効

率化によるコスト削減

 当社グループは事業承継したこと

により情報システム、コールセンタ

ー、設備などのインフラストラクチ

ャの事業統合施策をスピードアップ

し、経営の効率化、競争力ある合理

的コストの早期実現に取り組んでお

ります。

(2)事業統合による経営効率化及びコ

スト削減

 当社グループは事業統合による経

営効率化及びコスト削減を目指し情

報システム、コールセンター及び設

備等のインフラストラクチャーの事

業統合を推進し、平成17年10月１日

より統合ブランドによる新サービス

を開始し、経営効率化及びコスト削

減に取り組んでおります。

(3)財務改善

 上記改善策実現のため、財務面で

は上記改善策を実施した効果に加

え、主要取引先との支払条件の見直

しを行ったことにより、当面資金繰

りに支障はないものと考えておりま

す。

(2)事業統合による経営効率化及びコ

スト削減 

 当社グループは事業承継したこと

により情報システム、コールセンタ

ー、設備などのインフラストラクチ

ャーの事業統合を行い、経営の効率

化、競争力ある合理的コストの実現

に取り組んでおります。 

 

(3)資金調達 

 上記改善策実現のための資金は、

手許資金（分社型吸収分割により承

継した現金及び預金を含む）及び親

会社である株式会社パワードコムか

ら資金調達の支援を受ける予定であ

ります。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数 ２社

 連結子会社名
 ・株式会社スーパーホッ
トラインズ

 ・株式会社ドリーム・ト
レイン・コミュニケー
ションズ

連結子会社の数 １社

 連結子会社名
・株式会社スーパーホッ
トラインズ

前連結会計年度におい
て連結子会社でありま
した株式会社ドリー
ム・トレイン・コミュ
ニケーションズは清算
したため、連結の範囲
から除いております。

連結子会社の数 ２社

 連結子会社名
・株式会社スーパーホッ
トラインズ
・株式会社ドリーム・ト
レイン・コミュニケー
ションズ

なお、株式会社ドリー
ム・トレイン・コミュ
ニケーションズは平成
17年３月28日付けで清
算しております。

２ 持分法の適用に関

する事項

該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)に

関する事項

連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

同左 連結子会社の決算日は、連

結決算日と一致しておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

――――――

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

たな卸資産

 貯蔵品 最終仕入原 

     価法を採用 

     しておりま 

     す。

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

たな卸資産
貯蔵品 同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び 
構築物

３～15年

工具、器具 
及び備品

２～10年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び
構築物

３～18年

工具、器具
及び備品

２～10年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び 
構築物

３～18年

工具、器具 
及び備品

１～10年

 ② ソフトウェア

   自社利用のソフトウ

ェアについては、社

内における利用可能

期間(主として５年)

に基づく定額法を採

用しております。

 ② ソフトウェア

同左

 ② ソフトウェア

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

  ①貸倒引当金

   売上債権等の貸倒れ

による損失に備える

ため、一般債権につ

いては貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権

等特定の債権につい

ては個別に回収可能

性を検討し、回収不

能見込額を計上して

おります。

(3) 重要な引当金の計上基

準

  ①貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

  ①貸倒引当金

同左

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度



 
  

項目 (自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

  ②役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

役員退職慰労金規定

に基づく中間連結会

計期間末要支給額を

計上しております。

  ②役員退職慰労引当金

同左

  ②役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

役員退職慰労金規定

に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンスリース取引に

ついては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります。

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   ヘッジ会計の要件を

満たす金利スワップ

については、特例処

理を採用する方針で

あります。

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

  ・ヘッジ手段

    ……デリバティブ

取引(金利ス

ワップ取引)

  ・ヘッジ対象

    ……相場変動等に

よる損失の可

能性があり、

相場変動等が

評価に反映さ

れていないも

の及びキャッ

シュフローが

固定されその

変動が回避さ

れるもの

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   変動金利の短期借入

金の一部について、

主にキャッシュフロ

ーを固定する目的で

金利スワップ取引を

行ない、投機目的の

デリバティブ取引は

行なわない方針であ

ります。なお、連結

子会社２社は、デリ

バティブ取引は一切

行なわない方針であ

ります。

 ③ ヘッジ方針

   変動金利の短期借入

金の一部について、

主にキャッシュフロ

ーを固定する目的で

金利スワップ取引を

行ない、投機目的の

デリバティブ取引は

行なわない方針であ

ります。なお、連結

子会社１社は、デリ

バティブ取引は一切

行なわない方針であ

ります。

 ③ ヘッジ方針

変動金利の短期借入

金の一部について、

主にキャッシュフロ

ーを固定する目的で

金利スワップ取引を

行ない、投機目的の

デリバティブ取引は

行なわない方針であ

ります。なお、連結

子会社２社は、デリ

バティブ取引は一切

行なわない方針であ

ります。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

   デリバティブ取引の

限度額を実需の範囲

で行なうこととし、

ヘッジ会計が適用さ

れている取引を除き

デリバティブ取引は

行なわない方針であ

ります。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係わるもの

   デリバティブ取引の

管理規程等に基づ

き、デリバティブ取

引に係わる締結業務

はアドミニストレー

ション本部経理グル

ープが担当し、契約

締結については社内

決裁を受けることと

なっております。な

お、当社の金利スワ

ップ取引の契約先

は、いずれも信用度

の高い国内の金融機

関に限定する方針で

あります。

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係わるもの

同左

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係わるもの

同左

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

(6) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

    消費税等の会計処理

   消費税及び地方消費

税の会計処理は、税

抜方式によっており

ます。

    消費税等の会計処理

同左

    消費税等の会計処理

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する短期投資から

なります。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到

来する短期投資からなりま

す。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（役員退職慰労引当金）

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当中間連結会計期間より「役員

退職慰労金内規」に基づく中間連結

会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更し

ました。

 この変更は、当中間連結会計期間

に「役員退職慰労金内規」の整備を

行ったことにより、また、近年の役

員退職慰労金の引当計上が会計慣行

として定着しつつあることを踏ま

え、期間損益の適正化及び財務内容

の健全化を図るため、役員退職慰労

金を役員の在任期間に亘って合理的

に費用配分したことによるもので

す。

 この変更により、当中間連結会計

期間の発生額2,790千円は販売費及

び一般管理費へ、過年度分相当額

9,085千円は特別損失に計上してお

ります。

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業損失及び経

常損失は2,790千円、税金等調整前

中間純損失は11,876千円増加してお

ります。

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

 

――――――――――――
（役員退職慰労引当金）

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当連結会計年度より「役員退職

慰労金内規」に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更しました。

 この変更は、当連結会計年度に

「役員退職慰労金内規」の整備を行

ったことにより、また、近年の役員

退職慰労金の引当計上が会計慣行と

して定着しつつあることを踏まえ、

期間損益の適正化及び財務内容の健

全化を図るため、役員退職慰労金を

役員の在任期間に亘って合理的に費

用配分したことによるものです。

 この変更により、当連結会計年度

の発生額5,566千円は販売費及び一

般管理費へ、過年度相当額9,085千

円は特別損失に計上しております。

 この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業損失及び経

常損失は5,566千円、税金等調整前

当期純損失は14,652千円増加してお

ります。

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）が平成

16年3月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

による税金等調整前中間純損失に与

える影響額は247,079千円です 

 なお、セグメント情報に与える影

響はありません。

 

――――――――――――

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）が平成

16年3月31日に終了する連結会計年

度から適用できることになったこと

に伴い、当連結会計年度から同会計

基準及び同適用指針を適用しており

ます。これによる税金等調整前当期

純損失に与える影響額は247,079千

円です。

 なお、セグメント情報に与える影

響については当該箇所に記載してお

ります。



追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

（中間連結損益計算書関係） 

 事業税は従来、法人税、住民税及

び事業税に計上しておりましたが、

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日))に基づき、当中間連結会

計年度より付加価値割額（1,252千

円）及び資本割額（6,781千円）は、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 これに伴い従来と比べて、営業損

失、経常損失及び税金等調整前中間

純損失は8,034千円多く計上されてお

ります。

 

――――――――――――

（連結損益計算書関係）

 事業税は従来、法人税、住民税及

び事業税に計上しておりましたが、

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会（平成16

年2月13日））に基づき、当連結会

計年度より付加価値額（973千円）

及び資本割額（13,563千円）は、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。

 これに伴い従来と比べて、営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失は14,537千円多く計上されて

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

   広告宣伝費 211,039千円

   販売促進費 105,300 〃

   給与手当 116,496 〃

   支払手数料 86,283 〃

   貸倒引当金
   繰入額

19,440 〃

   役員退職慰労
引当金繰入額

2,790 〃

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

   広告宣伝費 617,499千円

   販売促進費 368,893 〃

   給与手当 145,683 〃

   支払手数料 102,181 〃

   貸倒引当金
   繰入額

11,888 〃

   役員退職慰労
引当金繰入額

2,786 〃
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

  広告宣伝費 924,057千円

  販売促進費 278,591 〃

  給与手当 246,782 〃

  支払手数料 223,301 〃

  貸倒引当金
  繰入額
  役員退職慰労 
引当金繰入額

39,322 〃

5,566 〃

 

※２ 減損損失

当社グループは、ビジネスユ

ニットを基準として、資産の

グループ化を行っておりま

す。当中間連結会計期間にお

いて、以下の資産について減

損処理をしました。

場所
本社 

（東京都港区）

用途

ダイヤルアップ 

接続用電話回線 

(INS1500及び 

着信専用回線）

種類 電話加入権

減損損失 247,079千円

当該資産は、近年、ネットワ

ークの高速化・ブロードバン

ド化が拡大し、ダイヤルアッ

プ接続のニーズが減少し、使

用見込がなくなったため、回

収可能額が帳簿価額を下回る

ものについて、帳簿価額を回

収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失（247,079千

円）として特別損失に計上し

ました。

なお、当該資産の回収可能額

は正味売却価額により測定し

ており、市場価格等により算

定しております。

 

――――――――――――

 

※２ 減損損失

当社グループは、ビジネスユ

ニットを基準として、資産の

グループ化を行っておりま

す。当連結会計年度におい

て、以下の資産について減損

処理をしました。

場所
本社 

（東京都港区）

用途

ダイヤルアップ 

接続用電話回線 

(INS1500及び 

着信専用回線）

種類 電話加入権

減損損失 247,079千円

当該資産は、近年、ネットワ

ークの高速化・ブロードバン

ド化が拡大し、ダイヤルアッ

プ接続のニーズが減少し、使

用見込がなくなったため、回

収可能額が帳簿価額を下回る

ものについて、帳簿価額を回

収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失（247,079千

円）を特別損失に計上しまし

た。

なお、当該資産の回収可能額

は正味売却価額より測定して

おり、市場価格等により算定

しております。



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであ

ります。

  現金及び
  預金勘定

3,656,767千円

  現金及び
  現金同等物

3,656,767千円

 
 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係は、次のとおりであ

ります。

  現金及び
  預金勘定

301,685千円

  預け金 868,959千円

  現金及び
  現金同等物

1,170,644千円

 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。

 現金及び
 預金勘定

722,584千円

 預け金 1,500,565千円

 現金及び
 現金同等物

2,223,150千円

 



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高
相当額 
(千円)

工具、器 
具及び備 
品

1,402,818 842,923 559,895

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

工具、器 
具及び備 
品

1,444,928 696,148 748,780

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末 
残高 
相当額 
(千円)

工具、器
具及び備
品

1,397,530 830,909 566,620

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 277,876千円

１年超 219,877 〃

合計 597,754 〃
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 284,561千円

１年超 483,741 〃

合計 768,302 〃

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 244,492千円

１年超 341,773 〃

合計 586,266 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 200,245千円

減価償却費相
当額

184,670 〃

支払利息相当
額

14,628 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 166,287千円

減価償却費相
当額

153,294 〃

支払利息相当
額

12,961 〃

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 333,915千円

減価償却費相
当額

315,118 〃

支払利息相当
額

27,435 〃

４ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(当中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

  

(前連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

有価証券を保有していないため、該

当事項はありません。

同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)         (単位：千円) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している取扱サービス区分によっております。 

２ 各区分の主なサービス 

 (1)インターネット接続事業・・・ADSLやFTTH等のインターネット接続サービスであります。 

 (2)コールセンター事業・・・・・電話や電子メールによるカスタマーサポートサービスであります。 

３ 会計処理の方法の変更 

  役員退職慰労引当金の計上方法の変更 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より役員退職慰労金は内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額を計上する方法に変更しました。 

この変更に伴い、従来の方法に比較して、当中間連結会計期間のインターネット接続事業は営業費用が

2,790千円増加し、営業損失が同額増加しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)         (単位：千円) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している取扱サービス区分によっております。 

２ 各区分の主なサービス 

 (1)インターネット接続事業・・・ADSLやFTTH等のインターネット接続サービスであります。 

 (2)コールセンター事業・・・・・電話や電子メールによるカスタマーサポートサービスであります。 

  

インターネット接続 

事業

コールセンター

事業
計 消去又は全社 連結

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 3,754,714 247,365 4,002,080 ─ 4,002,080

(2) セグメント間の内部売上 

  高又は振替高
7,489 315,295 322,785 (322,785) ─

計 3,762,204 562,661 4,324,866 (322,785) 4,002,080

営業費用 3,839,681 521,535 4,361,217 (322,129) 4,039,088

営業利益又は営業損失(△) △77,477 41,126 △36,351 (656) △37,007

インターネット接続 

事業

コールセンター

事業
計 消去又は全社 連結

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 5,769,115 107,878 5,876,994 ― 5,876,994

(2) セグメント間の内部売上 

  高又は振替高
3,007 493,805 496,812 (496,812) ―

計 5,772,123 601,683 6,373,806 (496,812) 5,876,994

営業費用 7,054,781 567,159 7,621,940 (495,499) 7,126,441

営業利益又は営業損失(△) △1,282,657 34,523 △1,248,133 △1,313 △1,249,447



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)           (単位：千円) 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している取扱サービス区分によっております。 

２ 各区分の主なサービス 

 (1)インターネット接続事業・・・ADSLやFTTH等のインターネット接続サービスであります。 

 (2)コールセンター事業・・・・・電話や電子メールによるカスタマーサポートサービスであります。 

３ 会計処理の方法の変更 

  役員退職慰労引当金の計上方法の変更 

「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より役員退職慰労金は内規に基づく期末要支給額

を計上する方法に変更しました。 

この変更に伴い、従来の方法に比較して、当連結会計年度のインターネット接続事業は営業費用が5,566

千円増加し、営業損失が同額増加しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成

17年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成

17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

インターネット接続 

事業

コールセンター

事業
計 消去又は全社 連結

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 9,219,025 340,568 9,559,594 ― 9,559,594

(2) セグメント間の内部売上 

  高又は振替高
14,503 773,662 788,165 (788,165) ―

計 9,233,528 1,114,231 10,347,759 (788,165) 9,559,594

営業費用 9,890,187 1,051,781 10,941,968 (788,320) 10,153,648

営業利益又は営業損失(△) △656,658 62,449 △594,208 154 △594,054



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、かつ、新株

予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額
84,482.36円

１株当たり純資産額
44,789.20円

１株当たり純資産額
71,970.83円

１株当たり中間純損失
11,948.96円

１株当たり中間純損失
27,179.95円

１株当たり当期純損失
24,627.22円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純損失 (千円) 329,635 1,290,177 923,545

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純
損失

(千円) 329,635 1,290,177 923,545

普通株式の期中平均株式数 (株) 27,587 47,468 37,501

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

― ― ―



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 3,556,430 228,144 565,291

２ 売掛金 1,828,578 1,879,520 1,886,470

３ たな卸資産 2,468 5,887 5,495

４ 預け金 ― 868,959 1,500,565

５ 未収収益 ― 339,781 283,986

６ その他
※１

223,830 109,791 154,684

貸倒引当金 △95,439 △110,646 △101,308

流動資産合計 5,515,868 87.9 3,321,439 78.1 4,295,185 80.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物 180,782 204,355 203,466

減価償却累計額 73,114 107,667 90,862 113,492 81,927 121,539

(2) 構築物 22,245 44,378 38,725

減価償却累計額 6,122 16,123 12,310 32,068 9,353 29,371

(3) 工具、器具及び 
  備品

678,239 685,383 713,500

減価償却累計額 381,311 296,928 513,615 171,768 503,149 210,350

(4) 建設仮勘定 ― 2,302 ―

有形固定資産合計 420,719 6.7 319,631 7.5 361,261 6.8

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 87,250 72,600 71,640

(2) 電話加入権 20,670 20,670 20,670

(3) ソフトウェア 
  仮勘定

― 290,787 106,575

無形固定資産合計 107,920 1.7 384,059 9.0 198,885 3.8

３ 投資その他の資産

(1) 関係会社株式 110,000 80,000 80,000

(2) 関係会社 
  長期貸付金

― ― 104,080

(3) その他 127,650 147,444 287,711

貸倒引当金 △7,126 △470 △7,082

投資その他の資産 
合計

230,524 3.7 226,973 5.3 464,709 8.7

固定資産合計 759,165 12.1 930,664 21.9 1,024,856 19.3

資産合計 6,275,034 100.0 4,252,103 100.0 5,320,041 100.0 

 



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 3,053 8,308 7,141

２ 短期借入金 900,000 200,000 300,000

３ 未払費用 1,143,224 1,883,651 1,577,679

４ 未払法人税等 9,934 8,681 18,337

５ 前受金 3,616 3,700 1,777

６ その他 ※１ 224,548 67,593 27,170

流動負債合計 2,284,377 36.4 2,171,935 51.1 1,932,106 36.3

Ⅱ 固定負債

１ 役員退職慰労引当金 11,876 17,438 14,652

固定負債合計 11,876 0.2 17,438 0.4 14,652 0.3

負債合計 2,296,254 36.6 2,189,374 51.5 1,946,759 36.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,257,550 20.0 1,257,550 29.6 1,257,550 23.6

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 5,201,356 5,201,356 5,201,356

資本剰余金合計 5,201,356 82.9 5,201,356 122.3 5,201,356 97.8

Ⅲ 利益剰余金

   中間(当期)未処理 
   損失

2,451,247 4,367,146 3,056,744

   利益剰余金合計 △2,451,247 △39.1 △4,367,146 △102.7 △3,056,744 △57.5

Ⅳ 自己株式 △28,880 △0.4 △29,032 △0.7 △28,880 △0.5

   資本合計 3,978,779 63.4 2,062,728 48.5 3,373,282 63.4

負債及び資本合計 6,275,034 100.0 4,252,103 100.0 5,320,041 100.0 



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,765,501 100.0 5,772,123 100.0 9,233,528 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 3,060,978 81.3 5,380,385 93.2 7,553,685 81.8

売上総利益 704,523 18.7 391,737 6.8 1,679,843 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 791,665 21 1,674,714 29.0 2,362,159 25.6

営業損失 87,141 △2.3 1,282,976 △22.2 682,316 △7.4

Ⅳ 営業外収益 ※２ 1,968 0.1 1,032 0.0 2,976 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※３ 17,601 0.5 9,020 0.2 24,864 0.2

経常損失 102,774 △2.7 1,290,963 △22.4 704,204 △7.6

Ⅵ 特別損失
※ 
４,５

256,165 6.8 17,538 0.3 258,332 2.8

税引前中間(当期)純
損失

358,940 △9.5 1,308,501 △22.7 962,537 △10.4

法人税、住民税 
及び事業税

1,900 0.1 1,900 0.0 3,800 0.0 

中間(当期)純損失 360,840 △9.6 1,310,401 △22.7 966,337 △10.4

前期繰越損失 2,090,406 3,056,744 2,090,406

中間(当期)未処理 
損失

2,451,247 4,367,146 3,056,744



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 当社の当中間会計期間の業績は、

87,141千円の営業損失、102,774千

円の経常損失であり、固定資産の減

損損失の計上等により特別損失

256,165千円を計上した結果、中間

純損失は360,840千円となりまし

た。

 当社は、本年７月１日に親会社で

ある株式会社パワードコムの個人向

けインターネット接続事業を分社型

吸収分割により承継し、事業統合の

諸施策を実施中であります。但し、

今後２事業年度は、分社型吸収分割

により承継した現金及び預金

3,000,000 千円を原資として、広

告・宣伝、設備統合等の先行投資を

行う計画であり、多額のコストが発

生することが見込まれます。そのた

め、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しておりますが、中間財

務諸表は継続企業を前提として作成

しており、このような重要な疑義の

影響を反映しておりません。当社

は、当該状況を解消すべく、以下の

改善策を実施してまいります。

(1)新規顧客の獲得

 安定した売上、利益及び営業キャ

ッシュ・フローの獲得には、新規顧

客の増加が不可欠であります。

 今後のサービスの主体となるFTTH

を中心とした新規会員の獲得拡大を

図るため、各種キャンペーン等の広

告・宣伝を重点的に展開するととも

に、アクセスの増加に備えて設備等

の増強を行いサービスの充実に努め

てまいります。

 また、パワードコムグループとし

ての事業連携活動をさらに強化・継

続してまいります。

(2)早期事業統合化の実現と経営効

率化によるコスト削減 

 当社は事業承継したことにより情

報システム、コールセンター、設備

などのインフラストラクチャの事業

統合施策をスピードアップし、経営

の効率化、競争力ある合理的コスト

の早期実現に取り組んでおります。

 当社は前事業年度に682,316千円、

当中間会計期間に1,282,976千円の大

幅な営業損失を計上し、また前事業

年度に966,337千円、当中間会計期間

に1,310,401千円の大幅な中間(当期)

純損失を計上しております。

 当社は前事業年度に株式会社パワ

ードコムの個人向けインターネット

接続事業を分社型吸収分割により承

継し、事業統合に向け広告宣伝、設

備統合等の諸施策を実施しており、

多額のコストが発生しております。

当該状況により、継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しておりま

すが、中間財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を反映しており

ません。

 当社は、当該状況を解消すべく、

以下の改善策を実施してまいりま

す。

(1)新規顧客の獲得

 安定した売上、利益及び営業キャ

ッシュ・フローの獲得には、新規顧

客の増加が不可欠であります。今後

のインターネット接続サービスの主

体となる「TEPCOひかり」を中心と

した新規会員の獲得拡大を図るた

め、量販店向け販売要員を増員し販

路の強化に努めると共にマーケティ

ングを強化し、認知度向上による

Webからの直販を推進し加入者増を

図ってまいります。また、平成17年

10月１日よりブランド統合による新

サービスを開始し、サービスの充実

に努めております。

 また、当社の親会社である株式会

社パワードコムとKDDI株式会社は情

報通信事業戦略の一環として合併す

ることから、株式会社パワードコム

は保有する当社株式を株式会社パワ

ードコム及び当社の親会社である東

京電力株式会社に合併期日の平成18

年１月１日までに売却を予定してお

ります。今後は東京電力株式会社が

当社の直接の親会社になることか

ら、東京電力グループとの事業連携

のさらなる強化を検討の上、推進し

てまいります。

 当社は当事業年度に682,316千円

の営業損失、704,204千円の経常損

失、固定資産の減損損失の計上等に

より特別損失258,332千円を計上し

た結果、当期純損失は966,337千円

となりました。

 当社は当事業年度に親会社である

株式会社パワードコムの個人向けイ

ンターネット接続事業を分社型吸収

分割により承継し、事業統合の諸施

策を実施中であります。経営計画で

は、翌事業年度まで広告・宣伝、設

備統合等の先行投資を行う予定であ

り、多額のコストが発生することが

見込まれます。

 そのため、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在しております

が、財務諸表は継続企業を前提とし

て作成しており、このような重要な

疑義の影響を反映しておりません。

 当社は、当該状況を解消すべく、

以下の改善策を実施してまいりま

す。

(1)新規顧客の獲得 
 安定した売上、利益及び営業キャ
ッシュ・フローの獲得には、新規顧
客の増加が不可欠であります。今後
のサービスの主体となる「ＴＥＰＣ
Ｏひかり」を中心とした新規会員の
獲得拡大を図るため、量販店向け人
員を増員し販路の強化を努めると共
にマーケティングを強化し、認知度
向上によるＷｅｂからの直販を推進
し、加入者増を図ってまいります。
また、新規サービスの開発・早期提
供を積極的に推進すると共にアクセ
スの増加に備えて設備等の増強を行
う等、サービスの充実に努めてまい
ります。また、パワードコムグルー
プ間の事業連携活動をさらに強化・
継続してまいります。

(2)事業統合による経営効率化及び
コスト削減 
 当社は事業承継したことにより情
報システム、コールセンター、設備
などのインフラストラクチャーの事
業統合を行い、経営の効率化、競争
力ある合理的コストの実現に取り組
んでおります。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2)事業統合による経営効率化及び

コスト削減

 当社は事業統合による経営効率化

及びコスト削減を目指し情報システ

ム、コールセンター及び設備等のイ

ンフラストラクチャーの事業統合を

推進し、平成17年10月１日より統合

ブランドによる新サービスを開始

し、経営効率化及びコスト削減に取

り組んでおります。

(3)財務改善

 上記改善策実現のため、財務面で

は上記改善策を実施した効果に加

え、主要取引先との支払条件の見直

しを行ったことにより、当面資金繰

りに支障はないものと考えておりま

す。

(3)資金調達 

 上記改善策実現のための資金は、

手許資金（分社型吸収分割により承

継した現金及び預金を含む）及び親

会社である株式会社パワードコムか

ら資金調達の支援を受ける予定であ

ります。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式

  移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。

(1) 有価証券

  子会社株式

同左

(1) 有価証券

  子会社株式

同左

(2) たな卸資産

――――――

(2) たな卸資産

  貯蔵品

  最終仕入原価法を採用

しております。

(2) たな卸資産

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び 

構築物
３～15年

工具、器具 

及び備品
２～10年

 
 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び 

構築物
３～18年

工具、器具

及び備品
２～10年

  
 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物及び 

構築物
８～18年

工具、器具 

及び備品
１～10年

 

(2) 無形固定資産

  自社利用のソフトウェ

アについては、社内に

おける利用可能期間

(主として５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 売上債権等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一

般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を

計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職

慰労金規定に基づく中間

会計期間末要支給額を計

上しております。

(2) 役員退職慰労引当金

同左

(2) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職

慰労金規定に基づく期末

要支給額を計上しており

ます。

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンスリー

ス取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており

ます。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップにつ

いては、特例処理を採

用する方針でありま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ・ヘッジ手段

    ……デリバティブ

取引(金利ス

ワップ取引)

・ヘッジ対象

    ……相場変動等に

よる損失の可

能性があり、

相場変動等が

評価に反映さ

れていないも

の及びキャッ

シュフローが

固定されその

変動が回避さ

れるもの

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ・ヘッジ手段

  同左

・ヘッジ対象

  同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ・ヘッジ手段

  同左

・ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  変動金利の短期借入金

の一部について、主に

キャッシュフローを固

定する目的で金利スワ

ップ取引を行ない、投

機目的のデリバティブ

取引は行なわない方針

であります。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針 

     同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

  デリバティブ取引の限

度額を実需の範囲で行

なうこととし、ヘッジ

会計が適用されている

取引を除きデリバティ

ブ取引は行なわない方

針であります。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

わるもの

  デリバティブ取引の管

理規程等に基づき、デ

リバティブ取引に係わ

る締結業務はアドミニ

ストレーション本部経

理グループが担当し、

契約締結については社

内決裁を受けることと

なっております。な

お、当社の金利スワッ

プ取引の契約先は、い

ずれも信用度の高い国

内の金融機関に限定す

る方針であります。

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

わるもの

同左

(5) その他リスク管理方法

のうちヘッジ会計に係

わるもの

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(役員退職慰労引当金)

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当中間会計期間より「役員退職

慰労金内規」に基づく中間会計期間

末要支給額を役員退職慰労引当金と

して計上する方法に変更しました。

 この変更は、当中間会計期間に

「役員退職慰労金内規」の整備を行

ったことにより、また、近年の役員

退職慰労金の引当計上が会計慣行と

して定着しつつあることを踏まえ、

期間損益の適正化及び財務内容の健

全化を図るため、役員退職慰労金を

役員の在任期間に亘って合理的に費

用配分したことによるものです。

 この変更により、当中間会計期間

の発生額2,790千円は販売費及び一

般管理費へ、過年度分相当額9,085

千円は特別損失に計上しておりま

す。

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業損失及び経

常損失は2,790千円、税引前中間純

損失は11,876千円増加しておりま

す。

 

―――――――――――

(役員退職慰労引当金)

 役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当事業年度より「役員退職慰労

金内規」に基づく期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上する方

法に変更しました。

 この変更は、当事業年度に「役員

退職慰労金内規」の整備を行ったこ

とにより、また、近年の役員退職慰

労金の引当計上が会計慣行として定

着しつつあることを踏まえ、期間損

益の適正化及び財務内容の健全化を

図るため、役員退職慰労金を役員の

在任期間に亘って合理的に費用配分

したことによるものです。

 この変更により、当事業年度の発

生額5,566千円は販売費及び一般管

理費へ、過年度相当額9,085千円は

特別損失に計上しております。

この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業損失及び経

常損失は5,566千円、税引前当期純

損失は14,652千円増加しておりま

す。

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これによる税引前

中間純損失に与える影響額は

247,079千円です。

 

―――――――――――

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度か

ら適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準及び

同適用指針を適用しております。こ

れによる税引前当期純損失に与える

影響額は247,079千円です。



追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税の導入) 

 事業税は従来、法人税、住民税及

び事業税に計上しておりましたが、

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日))に基づき、当中間会計期

間より付加価値割額(1,252千円)及び

資本割額(6,781千円)は、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 これに伴い従来と比べて、営業損

失、経常損失及び税引前中間純損失

は8,034千円多く計上されておりま

す。

 

―――――――――――

(外形標準課税の導入) 

 事業税は従来、法人税、住民税及

び事業税に計上しておりましたが、

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会(平成16年

２月13日))に基づき、当事業年度よ

り付加価値額(973千円)及び資本割額

(13,563千円)は、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 これに伴い従来と比べて、営業損

失、経常損失及び税引前当期純損失

は14,537千円多く計上されておりま

す。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。

※１ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。

――――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 減価償却実施額は、次のとお
りであります。

   有形固定資産 75,652千円

   無形固定資産 20,724 〃

※１ 減価償却実施額は、次のとお
りであります。

   有形固定資産 53,629千円

   無形固定資産 41,536 〃

※１ 減価償却実施額は、次のとお
りであります。

  有形固定資産 220,659千円

  無形固定資産 62,724 〃

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

   受取利息 1,172千円

   為替差益 714 〃

※２ 営業外収益のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

   受取利息 562千円
   消費税還付
   加算金

348 〃
 

※２ 営業外収益のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

  受取利息 2,561千円

 

※３ 営業外費用のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

   支払利息 10,938千円
   固定資産
   除却損

6,161 〃

※３ 営業外費用のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

   支払利息 1,704千円

   固定資産
   除却損

4,103 〃

   棚卸資産
   廃却損

2,626 〃
 

※３ 営業外費用のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

  支払利息 17,582千円
  工具器具備品
除却損

2,132 〃

  ソフトウェア
除却損

4,221 〃

 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は、次のとおりであります。

   減損損失 247,079千円
過年度役員退
職慰労引当金
繰入額

9,085千円
 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は、次のとおりであります。
長期前払費
用除却損

17,538千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの
は、次のとおりであります
減損損失 247,079千円
過年度役員退
職慰労引当金
繰入額

9,085千円

子会社清算損 2,166千円

 

※５ 減損損失
当社は、ビジネスユニットを
基準として、資産のグループ
化を行っております。当中間
会計期間において、以下の資
産について減損処理をしまし
た。

場所
本社 

（東京都港区）

用途

ダイヤルアップ 

接続用電話回線 

(INS1500及び 

着信専用回線)

種類 電話加入権

減損損失 247,079千円

当該資産は、近年、ネットワ
ークの高速化・ブロードバン
ド化が拡大し、ダイヤルアッ
プ接続のニーズが減少し、使
用見込がなくなったため、回
収可能額が帳簿価額を下回る
ものについて、帳簿価額を回
収可能額まで減額し、当該減
少額を減損損失(247,079千
円)として特別損失に計上し
ました。
なお、当該資産の回収可能額
は正味売却価額により測定し
ており、市場価格等により算
定しております。

――――――――

 

※５ 減損損失
当社は、ビジネスユニットを
基準として、資産のグループ
化を行っております。当事業
年度において、以下の資産に
ついて減損処理をしました。

場所
本社 

（東京都港区）

用途

ダイヤルアップ 

接続用電話回線 

(INS1500及び 

着信専用回線)

種類 電話加入権

減損損失 247,079千円

当該資産は、近年、ネットワ
ークの高速化・ブロードバン
ド化が拡大し、ダイヤルアッ
プ接続のニーズが減少し、使
用見込がなくなったため、回
収可能額が帳簿価額を下回る
ものについて、帳簿価額を回
収可能額まで減額し、当該減
少額を減損損失(247,079千
円)として特別損失に計上し
ました。
なお、当該資産の回収可能額
は正味売却価額により測定し
ており、市場価格等により算
定しております。



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

工具,器具 
及び備品

1,366,755 821,302 545,453

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

工具,器具 
及び備品

1,392,563 669,187 723,375

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末 
残高 
相当額 
(千円)

工具,器具
及び備品

1,349,879 806,077 543,802

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 269,697千円

１年超 313,018 〃

合計 582,715 〃
 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 274,437千円

１年超 468,011 〃

合計 742,448 〃

２ 未経過リース料期末残高相当額

 

１年以内 235,083千円

１年超 327,850 〃

合計 562,934 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 195,929千円

減価償却費相
当額

180,669 〃

支払利息相当
額

14,342 〃

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 159,863千円

減価償却費相
当額

147,280 〃

支払利息相当
額

12,616 〃

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 325,168千円

減価償却費相
当額

307,004 〃

支払利息相当
額

26,891 〃

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息

相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっ

ております。

５ 利息相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純損失であり、かつ、新株

予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額
83,818.49円

１株当たり純資産額
43,455.14円

１株当たり純資産額
71,062.85円

１株当たり中間純損失
13,080.09円

１株当たり中間純損失
27,606.01円

１株当たり当期純損失
25,768.31円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純損失 (千円) 360,840 1,310,401 966,337

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純
損失

(千円) 360,840 1,310,401 966,337

普通株式の期中平均株式数 (株) 27,587 47,468 37,501

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

― ― ―



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

  

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第10期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月22日 
関東財務局長に提出。

(2) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号(主要株主の異
動)に基づく臨時報告書でありま
す。

平成17年６月２日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月24日

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結
会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すな
わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー
計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は
独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査
の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸
表の作成基準に準拠して、株式会社ドリーム・トレイン・インターネット及び連結子会社の平成16年９月30
日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日
まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間に37,007千円の営業損失及
び329,635千円の大幅な中間純損失を計上しており、また、営業キャッシュ・フローは大幅な支出超過
の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当
該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要
な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 
２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より役員退職慰労金を支出時の
費用処理から役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 
３．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を当中間連結会計期間
より適用している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  和  紀  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  白  羽  龍  三  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  岡  寿  史  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月26日

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結

会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すな

わち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社ドリーム・トレイン・インターネット及び連結子会社の平成17年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度に594,054千円、当中間連結会計

期間に1,249,447千円の営業損失を計上し、また前連結会計年度に923,545千円、当中間連結会計期間に

1,290,177千円の大幅な中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  和  紀  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  白  羽  龍  三  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  岡  寿  史  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月24日

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第10
期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、
中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心
とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と
して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成
基準に準拠して、株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの平成16年９月30日現在の財政状態及び同
日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な
情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 
１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当中間会計期間に87,141千円の営業損失及び
360,840千円の大幅な中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい
る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として
作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 
２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より役員退職慰労金を支出時の費用
処理から役員退職慰労引当金として計上する方法に変更している。 
３．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を当中間会計期間より
適用している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以 上 
  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  和  紀  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  白  羽  龍  三  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  岡  寿  史  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月26日

株式会社ドリーム・トレイン・インターネット 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11

期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ドリーム・トレイン・インターネットの平成17年９月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度に682,316千円、当中間会計期間に

1,282,976千円の営業損失を計上し、また前事業年度に966,337千円、当中間会計期間に1,310,401千円の

大幅な中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対す

る経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  邉  和  紀  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  白  羽  龍  三  

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  岡  寿  史  

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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